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○高所作業車構造規格

(平成二年九月二十六日)

(労働省告示第七十号)

労働安全衛生法(昭和四十七年法律第五十七号)第四十二条の規定に基づき、高所作業車構造規格を次のよう

に定め、平成二年十月一日から適用する。

高所作業車構造規格

(強度等)

第一条　労働安全衛生法施行令(昭和四十七年政令第三百十八号)第十三条第三項第三十四号に掲げる高所作業

車(以下「高所作業車」という。)の原動機、動力伝達装置、走行装置、操縦装置、制動装置及び作業装置

は、次に定めるところに適合するものでなければならない。

一　使用の目的に適応した必要な強度を有するものであること。

二　著しい損傷、摩耗、変形又は腐食のないものであること。

(平一五厚労告三九六・一部改正)

(安定度)

第二条　作業床が接地面に対し垂直にのみ上昇し、又は下降する構造の高所作業車(以下「垂直昇降型の高所

作業車」という。)は、次の状態において、五度まで傾けても転倒しない前後及び左右の安定度を有するも

のでなければならない。

一　高所作業車の安定に関し最も不利となる状態

二　積載荷重(労働安全衛生規則(昭和四十七年労働省令第三十二号)第百九十四条の十六に規定する積載荷

重をいう。以下同じ。)に相当する荷重をかけた状態

三　水平かつ堅固な面の上にある状態

四　アウトリガーを有する高所作業車にあっては、当該アウトリガーを使用した状態

２　前項の安定度は、計算によって算定しても差し支えない。

(平一二労告一二〇・一部改正)

第三条　高所作業車(垂直昇降型の高所作業車を除く。)は、当該高所作業車の転倒支点における安定モーメン

トの値をその転倒支点における転倒モーメントの値で除して得た値が一・三以上である前後及び左右の安定

度を有するものでなければならない。

２　前項に規定する安定度の計算は、当該高所作業車が前条第一項各号に掲げる状態にあるものとして行うも

のとする。

第四条　高所作業車は、次の状態において、水平かつ堅固な面の上で三十度まで傾けても転倒しない左右の安

定度を有するものでなければならない。

一　無負荷状態(原動機及び燃料装置に燃料、冷却水等の全量を搭載し、及び当該高所作業車の目的とする

用途に必要な設備、装置等を取り付けた状態をいう。以下同じ。)にあること。

二　垂直昇降型の高所作業車にあっては作業床を最低降下位置に置き、垂直昇降型の高所作業車以外の高所

作業車にあってはブームを格納すること。

２　前項の安定度は、計算によって算定しても差し支えない。

(走行用制動装置等)

第五条　高所作業車(油圧又は空気圧を動力として用いる高所作業車で、油圧又は空気圧回路中に制動用のバ

ルブ、レギュレータ等を備えているものを除く。第三項において同じ。)は、走行を制動し、及び停止の状

態を保持するための制動装置を備えているものでなければならない。

２　前項の制動装置のうち走行を制動するための制動装置(レール上を走行する高所作業車のものを除く。)及

び油圧又は空気圧を動力として用いる高所作業車で、油圧又は空気圧回路中に制動用のバルブ、レギュレー

タ等を備えているものの当該制動用のバルブ、レギュレータ等は、次の表の上欄に掲げる最高走行速度の高

所作業車に応じ、それぞれ、同表の中欄に掲げる制動初速度において同表の下欄に掲げる停止距離以内で当

該高所作業車を停止させることができる性能を有するものでなければならない。

最高走行速度(単位　キロ

メートル毎時)

制動初速度(単位　キロメ

ートル毎時)

停止距離(単位　メートル)

総重量が二〇トン未満の

場合

総重量が二〇トン以上の

場合

三五以上 三五 一四 二〇

二〇以上三五未満 二〇 五 八

二〇未満 その最高走行速度 五 八

備考　この表において、総重量とは、高所作業車の無負荷状態における重量と五十五キログラムに乗車定員

を乗じて得た重量とを加えた重量をいう。

資料４－４
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３　第一項の制動装置のうち停止の状態を保持するための制動装置(レール上を走行する高所作業車のものを

除く。)は、無負荷状態の高所作業車を五分の一のこう配の床面で停止の状態に保持することができる性能

を有するものでなければならない。ただし、登坂能力の値(無負荷状態の高所作業車に、五十五キログラム

に乗車定員を乗じて得た重量に相当する重量の人又は荷を乗せた場合に、当該高所作業車が登坂することが

できるこう配の最大値をいう。)が五分の一に満たない高所作業車で、その登坂能力の値のこう配の床面で

停止の状態に保持することができる性能を有するものについては、この限りでない。

(作業装置用制動装置)

第六条　昇降装置、屈折装置、ブーム等を起伏させるための装置(以下「起伏装置」という。)及びブーム等を

伸縮させるための装置(以下「伸縮装置」という。)は、これらの装置の作動を制動するための制動装置を備

えているものでなければならない。ただし、油圧又は空気圧を動力として用いる高所作業車の昇降装置、屈

折装置、起伏装置又は伸縮装置については、この限りでない。

２　前項の制動装置は、次に定めるところに適合するものでなければならない。

一　制動トルクの値(昇降装置、屈折装置、起伏装置又は伸縮装置に二以上の制動装置が備えられている場

合には、それぞれの制動装置の制動トルクの値を合計した値)は、積載荷重に相当する荷重を作業床にか

けた場合における当該高所作業車の昇降装置、屈折装置、起伏装置又は伸縮装置のトルクの値(当該トル

クの値が二以上ある場合にあっては、それらの値のうち最大の値)の一・五倍以上であること。

二　人力による制動装置にあっては、次に定めるところによること。

イ 力量及びストロークの値は、次の表の上欄に掲げる操作の方法に応じ、それぞれ、同表の中欄及び下

欄に掲げる値以下とすること。

操作の方式 力量(単位　ニュートン) ストローク(単位　センチメートル)

足踏み式 三〇〇 三〇

手動式 二〇〇 六〇

ロ 歯止め装置又は止め金を備えているものであること。

三　人力による制動装置以外の制動装置にあっては、動力が遮断されたときに自動的に作動するものである

こと。

３　前項第一号の昇降装置、屈折装置、起伏装置又は伸縮装置のトルクの値の計算においては、昇降装置、屈

折装置、起伏装置又は伸縮装置の抵抗はないものとする。ただし、当該昇降装置、屈折装置、起伏装置又は

伸縮装置に七十五パーセント以下の効率を有するウォーム・ウォーム歯車機構が用いられる場合には、その

機構の抵抗により生ずるトルクの値の二分の一の値のトルクに相当する抵抗があるものとすることができ

る。

(平一一労告一二二・一部改正)

(シーブの直径)

第七条　ワイヤロープにより作業床の昇降又はブームの起伏若しくは伸縮の作動をする装置のシーブのピッチ

円の直径と当該シーブを通るワイヤロープの直径との比の値は、次の表の上欄に掲げるワイヤロープの構成

による区分に応じて、それぞれ同表の下欄に掲げる値以上でなければならない。

ワイヤロープの構成による区分 値

三十七本線六よりのワイヤロープ 一六

フィラ形二十五本線六よりのワイヤロープ 二〇

フィラ形二十九本線六よりのワイヤロープ 一六

２　前項の表の上欄に掲げるワイヤロープ以外のワイヤロープを使用する場合における同項の比の値は、厚生

労働省労働基準局長が定めるものとする。

(平一二労告一二〇・一部改正)

(平衡装置)

第八条　高所作業車(垂直昇降型の高所作業車を除く。)は、作業床を平衡な状態に保持するための平衡装置を

備えているものでなければならない。

(作業範囲を超えたときの自動停止装置等)

第九条　高所作業車(作業範囲(当該高所作業車の安定度等に応じて定められた、作業床を動かすことができる

範囲をいう。以下同じ。)を超えて作業床が操作されるおそれのあるものに限る。)は、作業範囲を超えて作

業床が操作されたときに、屈折装置、起伏装置、伸縮装置及びブーム等を旋回させるための装置(以下「屈

折装置等」という。)の作動を自動的に停止させる装置又は警音を発する装置を備えているものでなければ

ならない。

(傾斜時の自動停止装置等)
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第十条　高所作業車は、その安定度等に応じて定められた範囲を超えて車体が傾いたときに、昇降装置若しく

は屈折装置等の作動を自動的に停止させる装置又は警音を発する装置を備えているものでなければならな

い。ただし、アウトリガーを有する高所作業車又は垂直昇降型の高所作業車で、車体の前後及び左右の傾き

を表示する装置を備えているものについては、この限りでない。

(過積載時の自動停止装置等)

第十一条　垂直昇降型の高所作業車は、積載荷重を超える荷重を作業床にかけたときに、昇降装置の作動を自

動的に停止させる装置又は警音を発する装置を備えているものでなければならない。

(表示ランプ等)

第十二条　アウトリガーを有する高所作業車は、アウトリガーを使用していない状態を示すランプ等を備えて

いるものでなければならない。ただし、アウトリガーを使用しないときに昇降装置又は屈折装置等が作動し

ない装置を備えている高所作業車については、この限りでない。

(非常停止装置等)

第十三条　高所作業車は、次に掲げる装置又は器具を備えているものでなければならない。

一　非常時に即時に走行装置(作業床において操作するものに限る。)及び昇降装置又は屈折装置等の作動を

停止することができる装置

二　非常時に作業床上の労働者が地上に降りることができる装置又は器具

(操作装置等)

第十四条　高所作業車の走行装置(作業床において操作するものに限る。)及び昇降装置又は屈折装置等の操作

装置は、接触等により当該走行装置等が不意に作動することを防止する構造のものでなければならない。

２　高所作業車は、前項の操作装置を作業床上に備えているものでなければならない。

３　高所作業車は、第一項の昇降装置又は屈折装置等の操作装置その他の作業床を安全に下降させることがで

きる装置を車体上に備えているものでなければならない。

(走行装置等の操作部分)

第十五条　高所作業車の走行装置、制動装置及び作業装置の操作部分は、運転のために必要な視界が妨げられ

ず、かつ、運転者が容易に操作できる位置に設けられているものでなければならない。

第十六条　高所作業車は、その走行装置、制動装置及び作業装置の操作部分について、運転者が見やすい箇所

に、当該操作部分の機能、操作の方法等その操作に関し必要な事項が表示されているものでなければならな

い。ただし、運転者が誤って操作するおそれのない操作部分については、この限りでない。

(運転に必要な視界等)

第十七条　高所作業車は、運転者が安全な運転を行うことができる視界を有するものでなければならない。

２　高所作業車の走行のための車体上の運転者席又は運転補助者席は、振動、衝撃、動揺等により運転者又は

運転補助者が容易に転落しない構造のものでなければならない。

３　高所作業車の運転室の前面に使用するガラスは、安全ガラスでなければならない。

(昇降設備)

第十八条　車体上の運転者席の床面又は最低降下位置に置いたときの作業床の床面が高さ一・五メートルを超

える位置にある高所作業車は、労働者が安全に昇降するための設備を備えているものでなければならない。

ただし、労働者が安全に昇降できる構造となっているものについては、この限りでない。

(方向指示器)

第十九条　高所作業車は、方向指示器を左右に一個ずつ備えているものでなければならない。ただし、最高走

行速度が十キロメートル毎時未満の高所作業車については、この限りでない。

(警報装置)

第二十条　高所作業車は、走行用の警報装置を備えているものでなければならない。

(車体の前後方向の表示)

第二十一条　作業床において走行の操作をする構造の高所作業車(ブーム等が旋回しない構造のものを除く。)

は、作業床上の運転者が見やすい車体上の箇所に、車体の前後方向を示す表示がなされているものでなけれ

ばならない。

(安全弁等)

第二十二条　高所作業車の油圧装置は、油圧の過度の上昇を防止するための安全弁を備えているものでなけれ

ばならない。

２　油圧を動力として用いる昇降装置、屈折装置、起伏装置、伸縮装置及び平衡装置は、当該油圧の異常低下

による作業床の急激な降下等を防止するための逆止め弁を備えているものでなければならない。ただし、第

六条第二項第一号及び第三号に適合する制動装置(人力による制動装置を除く。)を備えているものにあって

は、この限りでない。

(作業床)

第二十三条　高所作業車の作業床は、次の各号に定めるところによるものでなければならない。

一　床板材は、エキスパンドメタル製のもの又はすき間がないもので、かつ、枠に確実に固定されているこ

と。

二　周囲には、次のイからハまでに定めるところに適合する囲い又は手すりが設けられていること。
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イ 丈夫な構造であること。

ロ 材料は、著しい損傷、腐食等がないものであること。

ハ 高さは、九十センチメートル以上であること。

三　手すりが設けられている場合にあっては、周囲の中さん及び床板からの高さが十センチメートル以上の

囲いが取り付けられていること。

(ワイヤロープ)

第二十四条　作業床の昇降用ワイヤロープ、ブームの起伏用ワイヤロープ、ブームの伸縮用ワイヤロープ及び

平衡装置用ワイヤロープは、次に定めるところによるものでなければならない。

一　安全率は、八以上であること。

二　次のイからニまでに該当すること。

イ 一よりの間において、素線(フィラ線を除く。以下この号において同じ。)の数の十パーセント以上の

素線が切断していないこと。

ロ 直径の減少が、公称径の七パーセント以下であること。

ハ キンクしていないこと。

ニ 著しい形崩れ又は腐食がないこと。

２　前項第一号の安全率は、ワイヤロープの切断荷重の値を当該ワイヤロープにかかる荷重の最大の値で除し

て得た値とする。この場合において、ワイヤロープが通るシーブの抵抗はないものとして計算を行うものと

する。

(チェーン)

第二十五条　ローラチェーン及びリーフチェーン(以下「チェーン」という。)は、次に定めるところによるも

のでなければならない。

一　安全率は、五以上であること。

二　次のイからハまでに該当すること。

イ 伸びが、ローラチェーンにあっては当該ローラチェーンが製造された時の長さの二パーセント以下で

あり、リーフチェーンにあっては当該リーフチェーンが製造された時の長さの三パーセント以下である

こと。

ロ リンクの断面の直径の減少が、当該チェーンが製造された時の当該リンクの断面の直径の十パーセン

ト以下であること。

ハ き裂がないこと。

２　前項第一号の安全率は、チェーンの切断荷重の値を当該チェーンにかかる荷重の最大の値で除して得た値

とする。

(表示)

第二十六条　高所作業車は、運転者の見やすい位置に次の事項が表示されているものでなければならない。た

だし、垂直昇降型の高所作業車にあっては、第五号に掲げる事項が表示されていないものでも差し支えな

い。

一　製造者名

二　製造年月又は製造番号

三　積載荷重

四　作業床の高さ

五　作業範囲

(特殊な構造の高所作業車)

第二十七条　特殊な構造の高所作業車又はその部分で、厚生労働省労働基準局長が第一条から前条までの規定

に適合するものと同等以上の性能又は効力があると認めたものについては、この告示の関係規定は、適用し

ない。

(平一二労告一二〇・一部改正)

(適用除外)

第二十八条　第一条(走行の用に供される原動機、動力伝達装置、走行装置、操縦装置及び制動装置に係る部

分に限る。)、第四条、第五条、第十五条(走行装置並びに走行を制動し、及び停止の状態を保持するための

制動装置に係る部分に限る。)、第十七条、第十九条及び第二十条の規定は、道路運送車両法(昭和二十六年

法律第百八十五号)の適用を受ける高所作業車については、適用しない。

改正文　(平成一一年九月三〇日労働省告示第一二二号)　抄

平成十一年十月一日から適用する。

附　則　(平成一二年一二月二五日労働省告示第一二〇号)　抄

(適用期日)

第一　この告示は、内閣法の一部を改正する法律(平成十二年法律第八十八号)の施行の日(平成十三年一月六

日)から適用する。

改正文　(平成一五年一二月一九日厚生労働省告示第三九六号)　抄

平成十六年三月三十一日から適用する。
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動力による始動装置を有する機関を動

力源とするものは、原動機の起動時に

作用部が作動しない構造であること。

昇降可能な作業機や作用部は、これら

をあげた位置で確実に固定できること。

高所作業車は、走行用の警報装置を備え

ているものでなければならない。

安定度に応じて定められた作業台を動 高所作業車は、作業範囲を越えて作業床

かすことができる範囲を超えて作業台 が操作されたときに、屈折装置、起伏

が操作されたときに、起伏装置、伸縮 装置、伸縮装置及びブーム等を旋回させ

装置等の作動を自動的に停止する装置 るための装置の作動を自動的に停止させ

または警音を発する装置を備えている る装置又は警音を発する装置をそなえて

こと。 いるものでなければならない。

作業台は定格荷重の＋10％以上では、 高所作業車は、その安定度に応じて定め

上昇しないこと。 られた範囲を越えて車体が傾いたときに、

昇降装置若しくは屈折装置等の作動を自

動的に停止させる装置又は警音を発する

装置をそなえているものでなければなら

ない。

作業台を、平衡状態に維持するための 高所作業車は、作業床を平衡な状態に

平衡装置を備えていること。 保持するための平衡装置を備えている

ものでなければならない。

昇降装置、起伏装置、伸縮装置、屈折

装置および平衡装置は、当該油圧の異

常低下による作業台の急激な降下等を

防止するための装置を備えていること。

油圧装置には、油圧の過度の上昇を防 高所作業車の油圧装置は、油圧の過度の

止するための安全弁を備えていること。 上昇を防止するための安全弁をそなえて

いるものでなければならない。

機関が停止しても、作業台上の作業者

が安全に地上に降りることができるこ

と。

労働安全衛生法「高所作業車構造規格」旧安全鑑定基準

資料４－５
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プラットフォームは、エキスパンド製 高所作業車の作業床の床板材は、エキス

または滑らず足が入る隙間が無いもの パンドメタル製のもの又はすき間がない

で、確実に固定されていること。 もので、かつ、枠に確実に固定されてい

ること。

ガードレールの高さは、作業上支障あ 作業床の周囲には次のイからハまでに定

る場合を除き、プラットフォームから めるところに適合する囲い又は手すりが

約1ｍ（1ｍ±50mm）とし、ガードレー 設けられていること。

ルとプラットフォームの中間にもレー イ 丈夫な構造であること。

ルを設けること。 ロ 材料は、著しい損傷、腐食がないも

のであること。

ハ 高さは、90センチメートル以上であ

ること。

作業者が出入りするための扉は、確実

に閉じておける構造であること。

プラットフォーム周囲には、作業上支 手すりが設けられている場合にあっては、

障のある部分を除き、高さ75mm以上の 周囲の中さん及び床板からの高さが10

つま先板を設けること。 センチメートル以上の囲いが取付けられ

ていること。

昇降装置または起伏装置等の操作装置 高所作業車は、操作装置を作業床に備え

を作業台に備えていること。 ているもでなければならない。

ただし、作動を即座に停止できる装置

を備えている場合はこの限りでない。

昇降装置または起伏装置等の操作装置

は、操作している間のみそれが作動す

る構造であること。

昇降部の操作装置には、誤操作を防止

する装置が施されているか、誤操作を

防止できるような位置に取り付けられ

ていること。

作業台上で操作する走行装置および昇 高所作業車の走行装置及び昇降装置又は

降装置または起伏装置等の操作装置は 屈折装置等の操作装置は、接触等により

接触等により不意に作動することを防 当該走行装置等が不意に作動することを

止する構造であること。 防止する構造のものでなければならない。
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高所作業車の走行装置、制動装置及び作

業装置の操作部分について、運転者が見

やすい箇所に、当該操作部分の機能、操

作の方法等その操作に関し必要な事項が

表示されているものでなければならない。

作業台上で走行操作が可能でブーム旋

回するものは、作業台上の作業者が見

やすい車体上の箇所に、車体の前後方

向を示す表示をすること。

乗用型の機械にあっては、走行状態に 高所作業車は、無負荷状態で、水平かつ

したときに30度まで傾けても転倒しな 堅固な上で30度まで傾けても転倒しない

い左右の安定度を有していること。 左右の安定度を有するものでなければな

（無負荷、ブーム格納状態） らない。

負荷・アウトリガー不使用・走行可能 高所作業車は、当該高所作業車の転倒

状態での前後左右静的転倒角 支点における安定モーメントの値をそ

全方向15°以上 の転倒支点における転倒モーメントの

（走行可能状態のうち最も倒れやすい 値で除して得た値が1.3以上である

状態） 前後及び左右の安定度を有するもので

なければならない。

作業台の高さが地面から2ｍ以上の時に

は、1km/hを超えて自走できない構造で

あること。

積載荷重（定格荷重＋10％まで許容）

積載時の作業台下降速度は0.3m/s以下

程度。　※E/G運転状態

積載荷重（定格荷重＋10％まで許容）

積載時の作業台旋回速度は0.4m/s以下

程度。　※E/G運転状態

積載荷重（定格荷重＋10％まで許容）

積載時の作業台降下量は10分間で100

mm以下。　※E/G停止状態
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異常時、積載荷重（定格荷重＋10％ま

で許容）積載時の作業台降下速度は

0.3m/s以下程度。　※E/G運転または

停止状態

高所作業車は、非常時に即時に走行装置

及び昇降装置又は屈折装置等の作動を停

止することができる装置、及び非常時に

作業床上の労働者が地上に降りることが

できる装置又は器具を備えているもでな

ければならない。

常用ブレーキ性能 駐車ブレーキ性能

無負荷・ブーム格納状態での制動距離 無負荷状態での斜面停止

：5ｍ以下 ：1/5勾配（11.3°）以上

駐車ブレーキ性能

無負荷状態での斜面停止

：1/5勾配（11.3°）以上

高所作業車は、運転者の見やすい位置に

次の事項が表示されているものでなけれ

ばならない。

1　製造者名

2　製造年月又は製造番号

3　積載荷重

4　作業床の高さ

5　作業範囲
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1

１．評価検討会の設置等
１）評価検討会の設置
２）評価検討会の開催 ※第１～３回検討会議事録
２．農用運搬車の製品アセスメントの実施
１）供試機の選定
２）各種試験実施内容・方法
３）試験成績書（18型式）
３．令和６年度以降の製品アセスメント対象機種

参考資料
第１～３回検討会配布資料

Ｒ５アセス事業調査報告書構成（案）
資料５
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